
海津市ステップアップ中小企業支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この告示は、市内の中小企業の持続的な経営及び事業の発展並びに本市

産業の活性化を目的として、予算の範囲内において海津市ステップアップ中小

企業支援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付することについて、海

津市補助金等交付規則（平成１７年海津市規則第４２号）に定めるもののほ

か、必要な事項を定めるものとする。 

（補助対象者） 

第２条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の

各号のいずれにも該当するものとする。 

⑴ 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項各号のいずれ

かに該当する者 

⑵ 市内に事業所を有する法人又は個人で今後も市内で引き続き事業活動を営

む予定であるもの 

⑶ 市税等の滞納のない者 

⑷ 補助対象となる事業について、他の公的制度に基づく助成金又は補助金等

を受けていない者 

⑸ 海津市暴力団排除条例（平成２４年海津市条例第２号）第２条第１号に規

定する暴力団又は同条第２号に規定する暴力団員でない者 

⑹ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１

２２号）により規制される業種及びこれに類する業種又は消費者に著しく不

利益を与えると認められる事業を営んでいない者 

（補助対象事業の種類及び内容等） 

第３条 補助の対象となる事業の種類は、次に掲げるとおりとし、その種類ごと

の事業の内容、補助率及び補助限度額は、別表のとおりとする。 

⑴ 販路開拓・拡大に関する事業（一般枠） 

⑵ 販路開拓・拡大に関する事業（オンライン枠） 

⑶ 広告宣伝・ＰＲに関する事業 

⑷ ＩＴ活用に関する事業 

⑸ 新商品開発に関する事業 

⑹ 機械設備等導入に関する事業 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、

補助金の交付申請の年度と同一の年度内に実施する補助対象事業に係る経費で

あり、かつ、当該年度内に支払う経費であって、別表に掲げるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる経費は、補助対象経費から除くものと

する。 

 ⑴ 自社内部の取引に係る経費 

 ⑵ 記念品及び景品に要する経費 



 ⑶ 公の秩序又は善良な風俗に反するおそれのある経費 

 ⑷ その他市長が不適当と認める経費 

（補助金の交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、海津

市ステップアップ中小企業支援事業補助金交付申請書（様式第１号）に、次に

掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。 

 ⑴ 概要調書（様式第２号） 

 ⑵ 補助対象事業の経費が証明できる書類（内訳明細書を含む見積書、パンフ 

レット等） 

 ⑶ 誓約書（様式第３号） 

 ⑷ 市税の未納がないことの証明書 

 ⑸ その他市長が必要と認める書類 

２ 補助金の交付申請は、同一会計年度内において同一の補助対象者につき１回

限りとする。 

（補助金の交付決定等） 

第６条 市長は、前条第１項の規定による申請があったときは、速やかにその内

容を審査し、補助金を交付することが適当であると認めたときは、補助金の交

付を決定し、海津市ステップアップ中小企業支援事業補助金交付決定通知書

（様式第４号）により申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の審査の結果、補助金を交付することが不適当と認めたとき

は、海津市ステップアップ中小企業支援事業補助金不交付決定通知書（様式第

５号）により申請者に通知するものとする。 

（内容の変更等） 

第７条 前条第１項の規定による交付決定を受けた者は、補助対象事業の内容を

変更し、又は中止しようとするときは、海津市ステップアップ中小企業支援事

業（変更・中止）申請書（様式第６号。以下「変更申請書」という。）によ

り、あらかじめ市長の承認を得なければならない。ただし、交付決定額に変

更が生じない軽微な変更については、この限りでない。 

（変更等の決定） 

第８条 市長は、変更申請書の提出があったときは、その内容を審査し、変更等

の可否を決定し、海津市ステップアップ中小企業支援事業計画変更等決定

（却下）通知書（様式第７号）により当該申請者に通知するものとする。 

 （実績報告） 

第９条 補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、補助

対象事業が完了したときは、その事業が完了した日から起算して３０日を経過

した日又は補助金の交付決定日が属する年度の３月３１日のいずれか早い日ま

でに、海津市ステップアップ中小企業支援事業補助金実績報告書（様式第８

号。以下「実績報告書」という。）に次に掲げる書類等を添えて、市長に報告

しなければならない。 

⑴ 交付対象経費の支払を証明する書類（納品書、明細書、領収書等） 



⑵ 事業を実施したことの証明ができるもの 

⑶ 事業を実施したことが確認できる写真 

⑷ 許認可を証する書類の写し（許認可を必要とする業種の場合に限る。） 

⑸ その他市長が必要と認める書類 

 （補助金の額の確定） 

第１０条 市長は、実績報告書を受理したときは、関係書類の審査及び必要に応

じて行う現地実地調査等により、その報告に係る補助対象事業の成果が補助金

の交付の内容及びこれに付した条件に適合するものであるか調査し、適合する

と認めたときは、当該交付すべき補助金の額を確定し、当該補助事業者に海津

市ステップアップ中小企業支援事業補助金交付額確定通知書（様式第９号）に

より通知するものとする。 

 （補助金の請求） 

第１１条 前条に規定にする補助金の交付額確定通知を受けた者は、補助金の支

払を受けようとするときは、海津市ステップアップ中小企業支援事業補助金交

付請求書（様式第１０号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の請求書の提出があったときは、速やかに補助金を交付するも

のとする。 

（権利譲渡の禁止） 

第１２条 第６条第１項の規定による補助金の交付決定通知を受けた者は、補助 

 金の交付を受ける権利を第三者に譲渡し、又は担保に供してはならない。 

（交付決定の取消し及び補助金の返還） 

第１３条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めるとき

は、海津市ステップアップ中小企業支援事業補助金交付取消通知書（様式第１

１号）により通知し、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができ

る。 

⑴ 補助対象事業を中止し、又は廃止したとき。 

⑵ 偽りその他不正の手段により補助金の交付決定又は交付を受けたとき。 

⑶ 補助金を補助対象事業以外の目的で使用したとき。 

⑷ 前３号に規定するもののほか、市長が取消しが必要と認めたとき。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、既

に補助金が交付されているときは、期限を定め、当該補助事業者に海津市ステ

ップアップ中小企業支援事業補助金返還請求書（様式第１２号）により補助金

の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

（補則） 

第１４条 この告示に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市

長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、公表の日から施行する。 

 （海津市特産品オンライン販売販路開拓事業補助金交付要綱の廃止） 



２ 海津市特産品オンライン販売販路開拓事業補助金交付要綱（令和５年海津市

告示第９８号。以下「旧告示」という。）は、廃止する。 

 （経過措置） 

３ この告示の施行の際現に前項の規定による廃止前の旧告示第６条第１項の規

定により交付決定を受けている海津市特産品オンライン販売販路開拓事業補助

金に対する旧告示第７条から第１２条までの規定は、この告示の施行後も、な

おその効力を有する。 

別表（第３条、第４条関係） 

種類 事業の内容 補助対象経費 補助率 補助限度額 

⑴ 販路

開拓・拡

大に関す

る事業

（一般

枠） 

市内中小企業者が国内

外で開催される出展催

事（小間数又は出展予

定企業数が５０以上の

見本市、展示会、商談

会その他これらに類す

る出展催事であって、

パンフレット、ホーム

ページ等により広く一

般に公開されるもの）

へ出展する事業。ただ

し、出展催事のうち、

その場で販売すること

を主目的としたものへ

出展する事業は、除

く。 

出展催事に要す

る経費（会場

費、小間装飾

費、交通費等） 

補助対象経

費の２分の

１以内 

１０万円 

 

⑵ 販路

開拓・拡

大に関す

る事業

（オンラ

イン枠） 

市内中小企業者がオン

ラインで開催される出

展催事へ出展する事

業。ただし、オンライ

ンで販売することを主

目的としたものへ出展

する事業は、除く。 

オンラインで開

催される出展催

事への出展料、

コンテンツ作成

料等 

補助対象経

費の２分の

１以内 

１０万円 

⑶ 広告

宣伝・Ｐ

Ｒに関す

る事業 

市内中小企業者が事業

所等において実施する

広告、宣伝その他の営

業活動を促進する事業 

⑴ パンフレッ

ト、ポスター、

チラシ、カタロ

グ、クーポン券

等の印刷物の作

成及び発送に要

する費用 

補助対象経

費の２分の

１以内 

１０万円 



⑵ 新聞、雑

誌、地域情報誌

等の掲載又は折

り込みに要する

費用 

  ⑶ テレビ、ラ

ジオ、インター

ネット等でのＣ

Ｍの制作及び発

信に要する費用 

  

⑷ ＩＴ

活用に関

する事業 

市内中小企業者がＩＴ

活用事業（自社製品、

サービス等の販路の開

拓又は拡大のため、店

舗ホームページ（自社

製品又はサービス等の

販売を目的としたイン

ターネット上の店舗を

いう。以下同じ。）を

初めて開設し、若しく

はインターネットショ

ップ（複数の店舗が登

録し、顧客がウェブ上

で商品やサービスの注

文内容及び決済方法を

確定するシステムを有

しているものをいう。

以下同じ。）に初めて

登録する事業又は既に

開設している店舗ホー

ムページ若しくは既に

登録しているインター

ネットショップの改善

を行う事業）に参入す

る事業 

インターネット

ショップへの出

店等に係る費

用、既存のイン

ターネットショ

ップ等の改善に

係る費用その他

ＩＴ活用事業に

要する経費 

補助対象経

費の２分の

１以内 

１０万円。

ただし、既

存のインタ

ーネットシ

ョップ等の

改善に係る

経費に対す

る補助金に

ついては、

５万円を限

度とする。 



⑸ 新商

品開発に

関する事

業 

市内中小企業者が新し

い素材、技術、付加価

値等を利用し、従来品

より優れた商品を開発

する事業又は既存の技

術及び技法を活かし、

従来にない商品若しく

は従来品よりも著しく

優れた商品を開発する

事業 

⑴ 新商品の研

究及び試作に要

する経費（原材

料費、機械工具

費、外注加工

費、技術導入提

携費、委託費

等） 

⑵ デザイン設

計、商標等の作

成及び容器包装

の試作に要する

経費 

⑶ 宣伝広告費

（新商品宣伝に

関するパンフレ

ット制作、ホー

ムページ更新等

に係る費用） 

補助対象経

費の２分の

１以内 

２０万円 

⑹ 機械

設備等導

入に関す

る事業 

市内中小企業者が本業

の生産、品質管理等生

産性の向上が見込まれ

る設備機器を導入する

事業 

 

⑴ 機械設備及

び工具の導入

に係る費用 

⑵ 器具備品の

導入に係る費

用 

⑶ 建物附属設

備の導入に係

る費用 

⑷ ソフトウェ

ア導入に係る

費用 

ただし、最低取

得価額が単品で

２０万円以上の

ものに限る。 

補助対象経

費の２分の

１以内 

５０万円 

備考 

１ 補助対象経費は、消費税及び地方消費税を控除した額とする。 

２ 支払に係る振込手数料は、補助対象外とすること。 

３ この表により算出した額に１，０００円未満の端数があるときは、これ



を切り捨てる。 


